




 





固体高分子型燃料電池（PEFC）を利用した家庭用燃料電池コージェネレーションシステムが、「エネファーム」の統一ブ
ランドで、今年 5月からいよいよ一般販売された。このタイプの燃料電池システムとしては世界で初めての商品化であり、
関係者の一人としてたいへん喜ばしく思うと同時に、長年にわたり PEFC システムの商品化に向けて尽力された産官学の多
数の関係者の皆様に心から感謝したい。
もとよりエネファームの今後の普及に向けては課題が多々残っており、それらの克服に向けた研究開発や政府の支援が継

続されるべき状況である。しかしここではこれらの課題から視点を移して、商品化を実現した産官学の協力体制の重要性、
中でも、メーカーではないエネルギー事業者がこれまで果たしてきた役割を振り返り、燃料電池の将来の発展に向けて、こ
のような協力体制の意義を展望したい。
はなはだ手前味噌ではあるが、家庭用燃料電池の世界で初めての商品化においては、都市ガス及び石油等のエネルギー事

業者の貢献が少なくなかったと自負している。
まず、エネルギー事業者ならではの技術的貢献としては、元来保有している天然ガス改質技術の高度化による燃料処理装

置の開発、蓄積した家庭のエネルギー消費データの活用による最適運転制御ロジックの提案がある。しかし、大量生産設備
やノウハウを持たないエネルギー事業者の技術的な貢献は限られている。
エネルギー事業者のより重要な役割は、自らも開発・販売に取り組むことで、メーカーにとっての市場リスクを軽減した

ことではないかと考えている。燃料電池に限らず、世の中に存在しない商品を開発しようとする時の最大の障害は、市場が
あるのか、というリスクにあると思われる。家庭用燃料電池の場合、エネルギー事業者が開発・販売に参加し、市場の存在
を示すことで、メーカーに燃料電池開発への投資を継続する意欲を持っていただくことができたのではないだろうか。
この点では、さらに国が燃料電池の開発・普及を重要なエネルギー・環境政策と位置づけ、積極的な支援を継続したこと

の意義は当然のことながら極めて大きい。
世界初の家庭用燃料電池商品化は、このように、国、メーカー、エネルギー事業者、基礎研究を支えた大学、さらには新

しい住宅設備の設置を工夫された住宅メーカー、設備工事会社などの関係者が緊密に協力したことで実現したと言える。日
本に続く商品化を目指すドイツ、韓国など他の国に対しても、日本は産官学協力の一つのモデルを提供しているのではない
だろうか。
さて、エネルギー事業者として家庭用燃料電池の将来を展望すると、現在のように家庭用燃料電池がいわば給湯器の代替

品として、一戸に一台設置されるのが究極の姿であるとは考えていない。
一戸に一台にしても、蓄電池や補助燃料と組み合わせて停電や災害時の電源として使えるようにするなど、省エネ以上の

付加価値を加えることは当然考えられる。また、太陽光発電との組み合わせ（いわゆるＷ発電）も、より高度な制御を行う
ことで、大量、高密度に導入されてもグリッドと協調可能なシステムとすることができると考えられる。
集合住宅の場合は、一戸に一台という設置方式に加えて、複数戸で燃料電池を共用し、電気や熱の融通によって住棟全体

として一層の省エネ、CO2 排出削減を図ることも一つの可能性である。
さらには将来の地域単位のエネルギー供給システムとして、「スマートエネルギーネットワーク」の構想もある。スマー

トエネルギーネットワークとは、風力・太陽光などの再生可能エネルギー等と燃料電池などの分散電源を大規模に統合し、
再生可能エネルギー等を安定的かつ効率的に導入し、大幅な CO2 削減、省エネルギーを実現しようとするものである。燃料
電池はこのようなシステムにおいて、システム全体の統合制御の下での制御可能な高効率分散電源として、重要な構成要素
となる。最近ヨーロッパにおいてもスマートエネルギーネットワークが提唱され、再生可能エネルギーと燃料電池等の組み
合わせで、電気・ガス・熱等のエネルギー供給の最適化を進めることが重要とされている。
2020年の25％、2050年の60～80％CO2排出量削減に向けては、スマートエネルギーネットワーク等により、エネルギー

供給システムを変革していくことが求められるが、これは、エネルギー事業者だけの力で実現できるものではない。このよ
うなシステムの有効性を大学の研究で明らかにしていただくことに加えて、政府による制度的、政策的支援が不可欠であり、
これらを背景に機器メーカーやエネルギー事業者が連携して取り組むべき課題であるのは明らかである。
エネファームの商品化を実現した産官学連携がさらに拡大発展して、低炭素社会に向けたエネルギー供給インフラの変革

に結実することを期待したい。
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